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図 5-5 昭和 15 年 7 月洪水と同規模の洪水発生時の洪水はん濫による浸水想定範囲 

 

■浸水想定図作成条件 
赤川の整備状況やダムなど

の洪水調節効果は現時点の状
況を想定し、整備計画で対象と
する昭和 15 年 7 月洪水と同規
模の大雨が降った場合の浸水
状況をシミュレーションによ
り想定しています。 

シミュレーションは赤川の
水位が危険水位に達した時に
堤防が決壊すると仮定して行
い、支川の氾濫や内水による氾
濫は考慮していません。 

←赤川 

浜
中
● 

●羽黒橋 

鶴岡市 

三川町 
酒田市 

現 況 

整備後 

熊出■

河川整備計画による整備の効果

現況

床上浸水世帯 約2,600世帯

床下浸水世帯 約800世帯

浸水想定面積 1,580ha

整備後

床上浸水世帯 0世帯

床下浸水世帯 0世帯

浸水想定面積 0ha



5.河川整備の実施に関する事項 ～河川工事の目的、種類及び施行の場所並びに当該河川工事 

の施行により設置される河川管理施設等の機能の概要～ 

 89

 

（3） 堤防の質的整備 

現在の堤防の多くは、古くからその地域の社会的・経済的背景に応じた材料や施工

法によって、築造や拡築・補強を重ねた長大かつ歴史的な構造物であり、基礎地盤も

含めてその内部構造は複雑で不明な点も多く、構造物としての信頼性が必ずしも高く

ない場合があります。 

このため、堤防の浸透に対する安全性や東北地方太平洋沖地震による堤防被災の発

生を踏まえ、地震等に対する安全性の点検を行い、安全性が確保されない堤防につい

ては、堤防の質的整備を検討し、必要に応じて実施箇所、実施時期の見直しも行いな

がら対策を実施します。 

表 5-2 堤防の質的整備の工法例 

浸透に対する安全性を確保するための対策工法の例 

堤体を対象とした強化工法 遮水シート、裏腹付け、ドレーン※1）、天端舗装 

基礎地盤を対象とした強化工法 遮水矢板 

※箇所ごとの詳細点検結果を受けて対策工法を選定します 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-6 堤防の質的整備断面イメージ 

 

表 5-3 堤防質的整備の対象位置 

河川名 左右岸 河口又は合流点からの距離 対象地区 

 3.2k～ 6.2k 成田・猪子地区  

12.5k～14.7k 文下・道形地区  

16.0k～17.6k 道形地区  

21.3k～21.8k 泉山地区  

左岸 

29.4k～30.2k 熊出地区  

 8.1k～ 9.1k 対馬地区  

18.0k～18.9k 地蔵俣・松尾地区  

赤川 

右岸 

19.4k～22.0k 松尾・馬渡地区  
※実施位置等については、今後の調査検討を経て決定するもので、最終的なものではありません。 

 

※1)ドレーン：洪水時に堤防内に浸透した河川水や雨水の排水を促し湿潤面を下げる方法。 

※2)パイピング：地中を水が流れるとき、地中の弱い所に水の流れが集まり、パイプ状の水みちができる現象。

浸透破壊・すべり破壊を防ぐ

降雨の浸透を防ぐ 浸透破壊を防ぐ

河川からの浸透を防ぐ

▼計画高水位

護岸工天端舗装

裏腹付け

遮水シート

堤体(堤防)

基礎地盤 遮水矢板

河川からの浸透を防ぐ

排水工

ドレーン工

パイピングによる土砂流出を防ぐ

※これらの工法のうち、箇所毎の点検結果を受けて、対策工法を選択

浸透破壊・すべり破壊を防ぐ

降雨の浸透を防ぐ 浸透破壊を防ぐ

河川からの浸透を防ぐ

▼計画高水位

護岸工天端舗装

裏腹付け

遮水シート

堤体(堤防)

基礎地盤 遮水矢板

河川からの浸透を防ぐ

排水工

ドレーン工

パイピングによる土砂流出を防ぐ

※これらの工法のうち、箇所毎の点検結果を受けて、対策工法を選択

※2) 
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図 5-7 堤防の質的整備箇所 位置図 

※実施位置等については、今後の調査検討を経て決定するもので、最終的なものではありません。 

 

 

 (4) 内水対策の実施 

内水による浸水被害の恐れがある地域において、既設の排水施設を適正に運用する

とともに、排水ポンプ車の効率的な配置・運用により内水被害の軽減を図ります。ま

た、内水被害が頻発している地区については、被害状況や現状の安全度を適正に評価

し、必要に応じて排水ピットの新設、排水ポンプの増強など、沿川自治体と連携した

内水対策を実施します。 

さらに、大規模な内水はん濫においては、東北地方整備局管内に配備された排水ポ

ンプ車を機動的に活用し、迅速かつ円滑に内水被害を軽減するよう努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

赤
川
→ 

青
龍
寺
川 

排水ポンプ車訓練の様子 排水ポンプ車 
（酒田河川国道事務所配備：60m3/分） 

道形地区

泉山地区
熊出地区

地蔵俣・松尾地区 松尾・馬渡地区

文下・道形地区

対馬地区

成田・猪子地区



5.河川整備の実施に関する事項 ～河川工事の目的、種類及び施行の場所並びに当該河川工事 

の施行により設置される河川管理施設等の機能の概要～ 

 91

 

(5) 地震・津波対策の実施 

東日本大震災を踏まえ、赤川流域で想定される地震及び津波に対して、地震動によ

る直接的な被害や、地震発生後に来襲する津波による浸水被害等が懸念されます。 

このため、河口部の堤防や樋門などの河川管理施設について、関係機関と調整を図

りつつ、河川津波対策の検討や耐震性能照査指針等に基づく照査を行い、必要に応じ

て高さの確保や耐震補強等の対策を実施します。 

 

(6) 防災拠点の整備 

災害時における水防活動や応急復旧活動を迅速に進めるため、緊急車両の車両交換

所の確保、県や市町村等の関係機関と連携し、水防作業ヤードや土砂・根固めブロッ

ク等の水防資機材の備蓄を行うとともに、河川情報の発信や水防活動、避難活動等の

拠点となる河川防災ステーション等の検討を行い、必要に応じて整備を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

真室川河川防災ステーションの例 
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5.1.2 河川の適正な利用および流水の正常な機能の維持 

（1） 正常流量の確保 

赤川の流水の正常な機能を維持するため必要な流量（正常流量）は、熊出地点にお

いて5月から8月を概ね3m3/s、9月から4月は概ね5m3/sとしています。 

10年に1回程度起こりうる渇水時においても、月山ダムから必要な水量を補給するこ

とにより正常流量を確保し、河川環境の保全や安定的な水利用を図ります。 

. 

表5-4 流水の正常な機能の維持に必要な流量 

河川名 地点名 確保する流量 補給するダム 

赤川 熊出 
5 月から 8 月：概ね 3m3/s 
9 月から 4 月：概ね 5m3/s

月山ダム 

 

 

（2） 適正な水利用 

渇水によって河川の流量が減少すると、河川の自然環境だけでなく、かんがい用水

の不足による農作物への被害や上水道・工業用水の取水停止など日常生活や流域の産

業にも影響を与えます。 

このため、流域全体の水利用や本川・支川の流量・水質等を適切に把握するととも

に、限りある水資源の有効活用を図るため、関係機関との連携による水利用の合理化

等について検討を進めます。また、渇水による被害の軽減を図るため、関係機関との

情報共有や取水調整等を行い、流水の適正な管理に努めます。 

 

表5-5 渇水対策の名称と事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名  称 事務局 

赤川渇水対策支部 酒田河川国道事務所 

赤川水系渇水情報連絡会 
酒田河川国道事務所 

河川管理課 
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5.1.3 河川環境の整備と保全に関する事項 

（1） 動植物の生息・生育環境の保全 

1) 良好な河川環境の保全 
赤川の水際には、タコノアシ・ミクリ・ヨシなどの湿地性植物のほかヤナギ群落が

形成され、瀬と淵が連続し礫河原が形成されている中流部には、アユ・ウグイ等が生

息し、下流部ではサケ等の回遊魚の遡上が見られるほか、既設水制工周辺に形成され

たワンドや淵には、ニゴイ・タモロコ・ジュズカケハゼ等が生息するなど、良好な河

川環境を有しています。 

また、数多くの水鳥や渡り鳥が確認されているほか、イヌワシ・クマタカ等の猛禽

類も飛来するなど、赤川は多様な動植物の生息・生育環境を有しています。 

このため、河川改修や河川周辺で工事を行う場合には、河川の上下流または本支川

の河道の連続性や水域から陸域への繋がりを確保しつつ、現在の生態系に与える影響

が極力小さくなるよう、可能な限り多様な動植物の生息・生育環境の保全に努めると

ともに、工事の施工にあたっては環境への配慮事項が適切に実施されるよう、現場教

育等の対応を図ります。 

河川環境に与える影響が大きいと予想される場合には、その時点での河川環境情報

図や現地調査により、河川環境を十分に把握するとともに、学識者等の意見や地域住

民の意向を聴きながら、事業箇所の環境や特徴に応じ、ミティゲーション等への対応

に努めます。 

河川水辺の国勢調査等により河川環境を把握するとともに、河川環境の整備と保全

が適切に行われるよう目標を定め、地域住民や関係機関と連携して赤川とその周辺の

良好な河川環境の維持・保全に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-7 河道掘削環境配慮イメージ図 

◆河道掘削は、河床材料に左右されるアユ、サケ等の産卵場を保全。 
◆掘削による極端な断面変化は極力避け、緩い法勾配になるように配慮。 
◆掘削前に学識者等へ意見を伺うとともに、地域の意向等も踏まえつつ、最新の状況把握に努める。
◆河川環境の影響に応じて、ミティゲーションの考えに基づき、できるだけ回避、低減に努め、必要

に応じて代償措置を行う。 
◆掘削の際は、外来種の群落を優先的に掘削範囲に入れるなど、可能な限り、在来の樹林や湿地は残す。
◆環境の変遷について監視するため、事業前（平常時含む）、事業中、事業後のモニタリングに努め、

必要に応じて対応を検討。 
◆堤防防護ラインや民有地に影響が予想される場合に限定して、河岸防護を実施。 

河道掘削による環境への配慮の考え方 

平水位

平水位以下の河道形状を維持

堤防防護に必要な

高水敷幅は確保

◆河道掘削のイメージ

魚類等の生息・生育・繁殖環境を保全

水際からの急激な断面変化
を避け、法勾配は極力緩や
かにする

モニタリング

緩い法勾配

ミティゲーション
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2) 自然再生にむけた事業の実施 
赤川の中流部は、床止め等により土砂移動が抑制される中、ダムによる流量の平滑

化やかつての砂利採取による河床の低下等により、中州・寄州の固定化や澪筋の固定

化がみられます。そこに、上流域で植林されたハリエンジュ等の種子が洪水等により

運ばれ、固定化された中州・寄州で繁茂し、礫河原や在来植物に影響を与えています。 

さらに、澪筋の固定化に伴い、河川の流れが単調化し、アユやウグイ等の生息・繁

殖に重要な瀬・淵環境が減少するとともに、床止めの落差による魚類等の遡上・降下

の障害や県魚であるサクラマスの数が減少しています。 

このため平成 17 年度より学識経験者や地元有識者等により構成される「赤川自然再

生計画検討会」の助言を得ながら、平成 19 年 3 月に「赤川自然再生計画」を策定しま

した。河川環境整備事業の取組みとして、これまでハリエンジュの伐開や床止めへの

魚道設置、瀬・淵環境の再生創出のほか、モニタリング等の取り組みを実施していま

す。 

今後の河川整備への反映を図るため、環境整備の効果・モニタリング結果をもとに

長期的な視点で調査・研究を進めます。 

 

 

●整備の目標①「適正な樹木管理による赤川らしい植生と河原環境の保全・創出 」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-9 高水敷や中州の切り下げ等によるエコトーン(環境遷移帯)創出イメージ 

寄州や高水敷に繁茂す
る在来の樹林群は、河
川管理上支障となるも
のを対象に間伐等の対
策を講じる 

寄州や高水敷に生育するハリエンジュは全て伐根する 

図 5-8 寄州及び高水敷における樹木の伐開イメージ 

・ハビタットとして重要な機能を果たすものなど良好な樹木群を保全します。 

・河道内に繁茂した樹木群に対し、伐開、伐根等を行い、特に外来種であるハリ

エンジュの拡大を抑制します。 

・高水敷や中州の切り下げ等によりエコトーン（環境遷移帯）を創出し、多様な

植生と水際部・河原環境を創出します。 

・整備にあたっては、整備による効果を確認しながら、得られた知見を次段階の整

備に活用していきます。 

 

 

【自然再生の目標】在来の多様な生物を育む、赤川らしい豊かな流れの再生
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●整備の目標②「水生生物の生息域拡大に向けた河川連続性の確保 」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【伊勢横内床止】魚道設置前（平成 16 年 8 月）    魚道設置後（平成 19 年 3 月） 

 

●整備の目標③「多様な流れの形成による様々な生物が生息できる水域環境の保全・創出」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【自然再生のモニタリング調査】 

 

 

 

 

 

＜床止工の改築・魚道の設置＞ 

・魚類の遡上障害となっている床止めに対して、魚道の設置により河川の連続性を

確保し、魚類の遡上状況等についてモニタリングを実施します。 

＜水制工の設置＞ 

右岸側水衝部に水制工を設置

し、水はね機能により中央部に発

達する小規模な中州を消失させ、

深掘れを促し、淵を創出します。 

図 5-11 淵創出のイメージ(淵の創出) 

 

 

・赤川の動植物の生息・生育環境の保全に向けて、「河川水辺の国勢調査」や「多自然川づ

くり追跡調査」等の環境モニタリング調査を継続して実施し、河川整備に活用します。 

・環境モニタリング調査の実施や環境の把握にあたっては、各分野の学識者等からの指導・

助言や、学校関係者・地域住民等の協力のもと推進します。 

・自然再生事業の効果について確認を行うとともに、改善が必要な場合には対策を講じます。

・環境整備の効果・モニタリングについては、今後の河川整備への反映を図るため、長期的

な視点で調査・研究を進めます。 

＜中州の切下げ＞ 

州の一部を掘削することによ

り左岸側ミオ筋と本流との連続

性を高め、右岸側ミオ筋との合流

付近における掃流力の増大を期

待します。これにより、深掘れを

促し、河床縦断形状に変化をつ

け、淵を創出します。 

 

図5-10 淵創出のイメージ(中州の切下げ) 
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【参考】ハリエンジュ等伐開の試験施工 

ハリエンジュ等伐開に際し試験施工を

行い、伐開後における樹木の再繁茂状況を

モニタリングします。 

モニタリング結果を踏まえて、適切な樹

木管理等について検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】設置した魚道の効果モニタリング調査（黒川床止工魚道） 

魚道を設置し、設置した魚道の効果をモニタリングし、設置効果の確認等を実施して

います。モニタリング結果ではサクラマスやアユなどの回遊魚の他、ヨシノボリ等も確

認され、魚道設置効果が確認されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科名 種名 夏季捕獲 秋季捕獲 総計 

アブラハヤ 7+   7 

ウグイ 21+ 31 52 

カマツカ  1 1 

コイ科 

コイ科稚魚 +   － 

ドジョウ科 ドジョウ +   － 

ナマズ科 ナマズ 1   1 

アユ科 アユ 2+ 7 9 

サケ  1 1 

サクラマス  1 1 

サケ科 

ヤマメ 9+ 16 25 

カジカ科 カジカ +  1 1 

トウヨシノボリ 1 1 2 ハゼ科 

ヨシノボリ属 +    － 

8科 10種 41個体 59個体 100個体 

設置した魚道の効果をモニタリング(黒川床止工魚道)

※＋は潜水観察によ
る確認種

平成21年7月1～4日(夏季調査)、平成21年10月11～15日(秋季調査)

サクラマスサクラマス

アユアユ

魚道

黒川床止工

赤川

 

 

王祇橋左岸下流（実施前）

王祇橋

王祇橋左岸下流（実施後）

ハリエンジュ等の
伐採箇所

(平成21年度実施)
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3) 河川・ダム環境のモニタリング 

赤川流域の動植物の生息・生育環境の保全に向けて、「河川水辺の国勢調査」や「多

自然川づくり追跡調査」等の環境モニタリング調査を継続して実施します。 

調査結果は河川やダムの整備、維持管理に反映し、動植物の生息環境等への影響

ができるだけ少なくなるように配慮していきます。なお、環境モニタリング調査等

は、各専門分野の学識者等からの指示・助言や関係機関・地域住民等の協力のもと、

実施していきます。 

 

表 5-6 河川・ダム環境に関する調査 

調査項目 調査内容 

河川水辺の国勢調査 

・魚類調査 
・底生動物調査 
・動植物プランクトン調査（ダム湖のみ対象） 
・植物調査（植物相調査） 
・鳥類調査 
・両生類・爬虫類・哺乳類調査 
・陸上昆虫類等調査 
・河川・ダム湖環境基図作成調査 
（植生図作成調査、群落組成調査、植生断面調査、水域調査、構

造物調査） 
・河川・ダム湖空間利用実態調査 

多自然川づくり追跡調査 多自然川づくり実施箇所における工事後回復調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4) 外来植物の侵入防止 
河川水辺の国勢調査などで現状を把握するように努め、調査結果を基に学識経験

者等から指導・助言をいただき、外来種の評価ならびに対策などを検討します。 

特定外来生物については、外来生物法に基づき、防除の区域・期間、防除内容を

公示後に河川管理行為（除草、土砂の運搬など）などを適正に実施し、外来種の拡

大を防ぎます。 

 

 

 

 

投網 7/3 17時 魚道③ 

魚道における魚類の遡上状況モニタリング 
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5) 水質の保全 

赤川の水質は、全ての水質観測地点で環境基準値を満足しており、今後も水質の

状況を監視及び把握するために定期的・継続的に水質調査を実施するとともに、流

域自治体及び流域住民と連携・協力して、水質の保全に努めます。なお、調査項目

は状況に応じ実施内容を検討します。 

河川の水質改善は流域全体で取り組む必要があることから、広報活動にも力を入

れ、河川の水質データをインターネット等の情報提供媒体を活用して地域社会に発

信するとともに、地域住民や子供達を対象とした水生生物調査や出前講座等を通じ

ての啓発活動を実施し、流域住民とともに赤川の水質保全に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水生生物調査 
河川の水質判断指標となる

生物を採取し、簡易的な水質調
査を実施。 

水生生物による水質調査の実施状況 

(鶴岡第３中学校) 
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（2） 景観に配慮した河川空間整備 

赤川は、河畔林や礫川原の広がる河川景観と、下流部の広い水面をたたえ庄内平野

越しに月山や鳥海山が眺望できる開けた河川景観など、古くから美しい風景を保持し

ており、近年では映画のロケ地としても活用され、全国的にも知られる風景となって

います。これらの箇所においては、河川工事による景観の改変を極力小さくするよう

努め、良好な景観の維持を図ります。また、良好な景観は、地域固有の自然、歴史、

文化等の特性と密接に関連するものであることから、河川整備にあたっては、県、市

町村、NPO、地元住民などの地域との連携・協働により良好な河川景観を保全・形成し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：山形県鶴岡市観光連盟 HP 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

映画のロケ地として利用されている赤川 赤川河川敷より月山を望む 
（羽黒橋付近） 

内 川

大 山 川

← 赤 川

日　本　海
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赤川を利用した映画のロケ地 

図 5-12 赤川を利用した映画のロケ地位置図 



5.河川整備の実施に関する事項～河川工事の目的、種類及び施行の場所並びに当該河川工事の施行により

設置される河川管理施設等の機能の概要～ 

 100

（3） 人と河川とのふれあいの場の確保 

1) 河川空間の整備 

赤川の河川空間の整備にあたっては、「赤川水系河川環境管理基本計画」のブロ

ック別管理方針（図 5-14）を踏まえ、必要に応じて空間整備、拠点整備を実施しま

す。 

河川空間の整備にあたっては、地域からの要望に配慮しつつ、沿川市町村と連携

し、自然とのふれあいの場や、環境学習の場の創出、まちづくりと一体となったか

わまちづくりの検討などを進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-13 主要な河川空間利用 

出典：山形県鶴岡市観光連盟 HP 等 

鶴岡市櫛引総合運動公園赤川河川公園

タキタロウまつり（5月） 月山ダムの集い（7月） かわとぴあ（8月）

■四季を通じたイベント等 

■河川公園等ふれあいの場の創出・維持

三川町緑地公園
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赤川水系では河川空間の適正な保全と利用を図るため、「赤川水系河川環境管理基本計

画」を平成 2 年 3 月に策定し、これに基づき河川空間等の管理や整備を実施してきまし

た。各ブロックの基本理念と管理方針は以下の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【赤川水系河川環境管理基本計画とブロック計画図】

【大鳥川ブロック】 
～水と緑が育む大自然の夢
とタキタロウの夢～ 
美しく神秘的な自然環境を
保全しつつ、人々が自然と清
流にふれ親しむことのでき
る河川空間の創造を図る 

【大山川ブロック】 
～広がりのある田園と 

憩いの水辺～ 
人々が親しみやすく憩うこと
ができる河川空間の創造を図
る 

【梵字川ブロック】 
～ロマンの香り豊かな渓谷の調べ～ 
良好な自然環境を保全するとともに、月
山ダムを中心としてこれらとふれあう
ことのできる水辺空間の創造を図る 

【赤川中流ブロック】 
～文化を育み 未来を開く ふれあいの水辺空間～ 
良好な自然の保全に配慮しつつ、憩いと交流の場の整
備を通じ、庄内地域の活性化に寄与する河川空間の創
造を図る。また、市街地を貫流する支川内川等につい
ては、地域住民の憩いとやすらぎの場の創造を図る。

【赤川ブロック】 
～菜の花の里のまちづくり 

 やすらぎの流れ～
のどかな景観と自然にふれることが
でき、沿川住民が憩うことができる水
辺の創造を図る 

【赤川放水路ブロック】
～松風さそう赤川の歴史～ 
自然とふれあうやすらぎの
場として、また、赤川の治水
や利水の歴史にふれること
のできる場としての河川空
間の創造を図る 

図 5-14 ブロックの基本理念と管理方針 
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2) ダム水源地域活性化支援 

ダム貯水池周辺は森と湖があり、水辺空間として重要であることから、住民や関

連機関と連携し、ダム環境の保全と整備を実施することで、空間利用の利便性の向

上を図ります。 

また、水源地域及び流域の自治体・住民・関係機関等と広く連携し、適切なダム

管理及びダムを活かした水源地域の自立的・持続的な活性化を目的とした「水源地

域ビジョン」の推進について積極的な支援を行います。 

月山ダムでは、平成 17 年 9 月に策定された「月山ダム水源地域ビジョン」の基

本理念、基本方針に基づく施策を引き続き推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■月山ダムの集い 

■森と水そして月光のしらべコンサート 

■星空見学会 

星の観察レクチャー 望遠鏡を使っての星空観察 

黒川能 林隆三氏による 
「語り：宮沢賢治の世界」

あさひ月山湖見学 流木を利用した手作り教室 
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5.2 河川の維持の目的、種類 
河道や河川管理施設について、「災害の発生の防止」、「河川の適正な利用」、「流

水の正常な機能の維持」、「河川環境の整備と保全」等の観点から、施設本来の機能が

永続的に発揮されるように適切に維持管理を実施します。 

維持管理の実施に当たっては、赤川の河川特性を踏まえ、河川管理上の重点箇所や実

施内容など、具体的な維持管理の計画となる「赤川維持管理計画（案）」及び「赤川維

持管理実施計画（案）」を定め、これらに沿った計画的な維持管理を継続的に行うとと

もに、河川の状態変化の監視、状態の評価、評価結果に基づく改善を一連のサイクルと

した「サイクル型維持管理」により効率的・効果的に実施します。 

また、日頃より把握している状態の変化や点検・補修の履歴保存は適切な河川管理を

行う上で重要であり、河川カルテとして記録・保存し、サイクル型維持管理実践の基礎

資料とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-15 サイクル型維持管理のイメージ

※河川維持管理計画：河川毎の 3～5 年間の維持管理の内容を定める計画 
※河川カルテ：河川の状態を把握し、更に河川改修工事、災害復旧工事、施設補修・更新等の維持管理に関する履歴等の

基礎情報を整理したもの。 
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・護岸補修

・河道内樹木管理

・堆積土砂撤去

●施設管理（水閘門等施設）

・機械設備補修、施設更新 等

状態を機動的に改善

河川カルテの作成
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5.2.1 河川の維持管理 

（1） 河川調査 

河川管理を適切に実施するためには、河川の状態を適切に把握することが必要と

なります。このため、水文･水質調査や河道の縦横断測量、環境調査及び河川巡視

等を継続的･定期的に実施し、河川の維持管理に活用します。 

 

1) 河川の巡視、点検 
洪水時において、堤防などの河川管理施設がその機能を発揮するためには、その状

態を常に把握する必要があります。また、河川や周辺の土地利用状況、河川水の利用

状況、許可工作物の状況など、河川管理区域の適正な利用についても日常から監視す

る必要があります。 

今後もこれまでと同様に、河川管理施設等の異常や不法行為等を発見・監視するた

め、河川巡視や点検を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河川の巡視は、河川を適正に管理するため、予め頻度を決めて定常的に行う定常巡

視と、巡視項目毎に場所・時期及び頻度を決めて行う特定巡視に区分して実施します。 

赤川は、河川管理施設や許可工作物・占用物件等に加えてゴミの不法投棄なども多

く、広い高水敷が多様に利用されていることから、機動的な巡視を行います。 
 
 
 
 
 

堤防モニタリング状況 樋門・樋管の点検状況 河川巡視（船上）状況 
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表 5-7 河川巡視(平常時)の巡視内容と頻度 

名 

称 
巡 視 項 目 巡 視 内 容 

定

常

巡

視 

巡視ルート、点検箇所を定め、週2回、

定期的に実施 

①流水の占用状況の把握 

②土地の占用状況の把握 

③産出物の採取に関する状況の把握 

④工作物の設置状況の把握 

⑤土地の形状変更の把握 

⑥河川環境の状況の把握 

 

⑦河川管理施設及び許可工作物の維持管

理状況の把握 

 

⑧親水施設等の維持管理等の状況の把握

 

⑨不審物の有無等の把握 

など

 

 

①不法取水が行われていないか 

②不法耕作、不法占用等が行われていないか

③盗掘、不法伐開が行われていないか 

④不法工作物が設置されていないか 

⑤不法に掘削、盛土等が行われていないか 

⑥水質の異変、ゴミ等の投棄などが無いか 

 

⑦天端の不陸、亀裂、わだち、ゲートの破損

がないか、法面の異常がないか、施設の変

状や破損がないか 

⑧施設の破損等がないか、施設が適切に利用

されているか 

⑨不審物はないか、不審者はいないか 

など

特

定

巡

視 

定常巡視項目においてより詳細な把握

を行う（定常巡視では確認しきれない内容

について場所、時期、頻度、巡視方法を定

めて行う） 

①流水の占用状況の詳細把握 

②土地の占用状況の詳細把握 

③産出物の採取に関する状況の詳細把握

④工作物の設置状況の詳細把握 

⑤土地の形状変更の詳細把握 

⑥河川環境の状況の詳細把握 

 

⑦河川管理施設及び許可工作物の維持管

理状況の詳細把握 

 

 

など

 

 

 

 

①取水施設に違法な改造等を施していないか

②占用の目的、範囲等が許可どおりか 

③採取位置や運搬路が許可どおりか 

④許可工作物の工事が許可どおりか 

⑤形状変更が許可どおりか 

⑥河川の植生、鳥類等の生態の著しい変化が

ないか、土砂の堆積がないか等 

⑦構造物の破損・変状がないか、護岸等の滑

落・流出・破損等がないか、河岸の侵食・

埋塞等がないか等 

 

など
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2) 河道状況の把握 

河道の形状は、流下能力や施設の機能に大きく影響を与えるため、その状況把握は

非常に重要です。このため、河道形状の経年変化や異常個所を適切に把握するために、

縦横断測量や河床材料調査、斜め写真撮影等を実施します。 

また、日常の河川巡視から河道の流下能力に影響を与える変状が見られる箇所につ

いては、土砂堆積調査、中州・砂州移動調査など、必要に応じた調査を実施します。 

これらの調査の結果は、適切に整理・分析し、河道特性の変動を把握すると共に、

流下能力の評価や河道整備、河道管理に反映させます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3) 洪水後（洪水時）の状況把握 
大規模な出水・津波が発生すると、河川管理施設の機能に大きな影響を与える場合

があります。 

そのため、洪水時や洪水後は河川管理施設の変状を適切に把握するため、施設の点

検・巡視や堤防漏水調査など、必要に応じた調査を実施します。 

また、大規模出水等は河道を大きく変化させるため、その状況把握は、今後の河川

整備や維持管理にとって非常に重要となります。このため、洪水等が発生した場合に

は、空中写真撮影や洪水痕跡調査、河床材料調査などの調査を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

平成 16 年 7 月出水状況

■洪水後(洪水時)に実施する代表的な調査項目 

 ・空中写真撮影  ・洪水痕跡調査  ・河床材料調査

 ・異常洗掘調査  ・植生の倒伏状況    ・縦横断測量 

出水による護岸の崩落 平成 9 年 5 月出水状況 
（洪水後の河口状況写真） 

図 5-16 横断形状の経年変化 
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4) 水文観測調査 
渇水状況や洪水の規模を適切に把握するため、これまでに平常時・洪水時に関わら

ず、継続的に水文観測調査を実施しており、現在、赤川流域では、水位・流量などの

水文観測を全 20 地点で行っています。 

近年、全国で頻発する局地的な豪雨による災害や地球温暖化に伴う治水・利水・環

境への影響が指摘される中、水文観測データは、流況変化の把握、各種情報の発信及

び河川計画検討等の基礎データとなります。 

このため、水文観測調査に必要な施設については、適切な保守点検、老朽化した施

設や機器の更新、観測機器の二重化、施設配置・観測計画の見直し等、適切な維持管

理に努め、水文観測の確実性の確保や精度の向上を図ります。また、危険箇所におけ

る水位状況を的確に把握するため、水文観測施設の充実を図り、水文観測調査を継続

していきます。 

 

表 5-8 水文観測地点数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観測項目 観測地点数 

雨量観測所 5 

水位観測所 3 

水位・流量観測所 6 

水質観測所 3 

レーダ雨量計 

(東北地方) 
3 

合計 20 
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（2） 河川管理施設の維持管理 

1) 堤防の維持管理 
堤防は、洪水を安全に流下させ、流域の人々の生命や財産を守るための重要な施

設です。そのため、河川巡視や堤防モニタリング調査等の河川調査で把握した現状

をもとに、必要に応じた補修等を実施し、堤防機能の維持に努めます。 

 

① 堤防補修 
河川巡視等により確認された堤防変状（降雨や流水による侵食、モグラ穴等によ

る損傷、有害植生の繁茂による法面の裸地化等）を放置した場合、洪水時に堤防損

傷が拡大し、堤防の決壊の原因となります。そのため、日常的な河川巡視等を継続

的に実施し、変状を適切に把握したうえで、変状箇所の原因等を究明し、機動的か

つ効率的に補修を実施し、災害の発生を未然に防止します。また、法面補修にあた

っては在来種(野芝など)による補修を行います。 

 

② 堤防除草 
堤防に生じた変状は、洪水時に堤防決壊の原因になるほか、地震時には変状がさ

らに拡大し、堤防亀裂や陥没等、重大な被災につながる可能性があります。 

したがって、堤防の機能を正常に保つためには、常に状態を把握し、維持管理に

努める必要があります。 

このため、堤防点検などによる変状箇所の早期発見や有害な植生の除去など、堤

防機能の維持を主な目的として堤防除草を実施します。 

堤防除草の実施により、水防活動の円滑化につながるとともに、害虫の発生が減

少するなど、周辺の環境を良好に保つなどの効果が期待できます。 

除草機械の大型化・遠隔化による効率化・地域住民との協働による除草作業等に

より、維持管理コストの縮減や資源の有効利用を図る取り組みを実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

遠隔操作による堤防除草の様子 刈草の一般への無償提供
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③ 堤防天端の舗装 
堤防天端の舗装は、雨水の堤体への浸透抑制や河川巡視の効率化、災害時等におけ

る緊急車両の円滑な通行、河川利用者の利便性向上等を目的に実施しています。 

今後も、堤防機能を維持するため、堤防天端の舗装を推進するほか、舗装のクラッ

ク等がある場合は、雨水浸透の助長につながるため、適切に補修します。 

 

 

 

 

 

 

 
 

2) 護岸の維持管理 
低水・高水護岸の損傷を放置した場合、洪水時に護岸

や水制工が流出し、堤防の漏水や侵食に発展するなど、

堤防の安全性が損なわれる恐れがあります。このため、

災害発生を未然に防止するため、早期に護岸の損傷を発

見、調査･評価し、機動的かつ効率的に補修を実施します。 

また、河床の局地的な洗堀により護岸や水制工の機能

が損なわれないよう適切な対策を実施します。 
 

3) 樋門・樋管等の維持管理 
樋門・樋管及び周辺の堤防の地盤沈下、洪水や地震などによる施設本体の変状、周

辺部の空洞化等による排水機能の低下、漏水の発生などによる洪水被害の発生を未然

に防止するため、平常時の点検や非破壊検査等の調査により、施設の状態を適切に把

握・評価し、施設の機能に支障がある場合は損傷等の状況に応じて補修を実施すると

ともに、老朽化が進んでいる施設については必要に応じて改築を実施します。 

また、樋門・樋管等のゲート操作や排水機場のポンプ等に係わる機械設備及び電気

施設についても、点検・調査を実施し、設備の状態を適切に把握・評価し、機動的か

つ計画的に部品の修理、交換及び施設の更新を実施します。 

さらに、今後の操作員の高齢化等への対応や局所的な集中豪雨、津波等への迅速な

操作のため、施設の遠隔操作化や自動化（フラップゲート化等）を進めます。 

 

 

 

 

ゲートの補修 樋門函体内の点検

 

出水における護岸の被災状況 

水制工水制工

舗装前の状況 舗装後の状況 
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4) その他施設の維持管理 
国管理区間内の許可工作物として、道路橋や鉄道橋などの横断工作物や水門、樋

門・樋管、揚排水機場など河川管理者以外が設置する施設が多数存在します。 

これらの施設が河川管理上の悪影響を及ぼすことのないように、河川管理者として

施設の維持管理の状態を監視し、必要に応じて適切に指導・助言を実施します。 

 

（3） 河道の維持管理 

河川は上流域から河口部までの土砂の移動、流量の変化など、流域の諸条件により常

に変化しており、それらの河道条件の変化が河岸の侵食、護岸、根固工等の変状に大き

く影響します。 

このため、河道の変化の状況と要因を監視・記録し、その結果を評価するとともに、

必要に応じて機動的かつ効率的に補修等を実施します。 

 

1) 河道管理 
河道形状の変化は、河床高の上昇や低下、河岸侵食や局所洗掘、土砂堆積による中

州の異常発達、陸部の拡大による樹木群の発達など、河道内の断面確保や施設の機能維

持に支障をきたす恐れがあります。 

このため、適正な河道断面を確保し、河川管理施設が常に機能を発揮できるよう、必

要に応じて河道堆積土砂の撤去を実施します。土砂堆積による中州や高水敷の陸地化・

樹林化を抑制するため、砂州や高水敷の表層土砂を撤去し、水域と陸域環境の遷移帯を

設け、河岸侵食の防止と豊かな河川環境の保全・再生に努めます。また、赤川では舟運

の航路維持のための水制工が数多く残され、河道掘削箇所では再度の土砂堆積も見られ

ることから、水制工による河道への影響について検討を行い、維持可能な河道を目指し

ます。 

 

2) 樹木管理 
赤川流域における河道内の樹木は、平野部において多様な生

態系を育む重要な空間である一方、洪水時の流水の阻害や樹木

と堤防の間に高速流を発生させ、堤防等の侵食により構造物を

破壊する恐れがある等、治水上における悪影響を及ぼす場合が

あります。 

このため、樹木の生長や繁茂の状況を定期的に調査・監視し、

河道内樹木の繁茂・拡大によって流下阻害や河川管理の支障と

なっている樹木については、必要に応じて学識経験者等からの 

指導や助言、地域住民等の協力を得ながら、周辺の環境に配慮しつつ、伐開を実施す

るなど、樹木群を適正に維持管理していきます。 

また、伐開木を地域住民に無償提供するなど、コスト縮減の取り組みを実施します。 

 

伐開木の無料提供の案内 
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図 5-17 樹木管理のイメージ 

■樹木管理における配慮事項 

・淵際の河畔林など生物にとって価値の高い樹木については極力残します。 
・河川管理施設等への影響が懸念される樹木群は優先的かつ速やかに伐開します。 
・治水上の影響が懸念される箇所は、樹木の規模や成長度などを踏まえ、計画的に伐開し

ます。 
・鳥類・哺乳類等の繁殖期を避けて伐開します。 
・樹木の伐開に併せ、河川敷の切り下げ等により冠水頻度を高めるなど、良好な河川環境

の維持に配慮します。 
・河畔林の連続性を確保するなど、動物の移動経路や植物の群落機能が維持できるように

配慮します。 

 

適切な管理を実施しなかった場合

適切な管理を実施

 

・流下阻害にならないように適正に管理し、樹木群の環境面の機能を考慮しつつ

必要に応じて伐開を実施する

・樹林地は拡大・密生化し、洪水時の水位上昇を引き起こす 

・外来種の進入により在来植物の割合が減少する

  

 
  

必要に応じて伐開 

伐開後に外来種が進入しないように配慮 

樹林地拡大前に伐開 

樹林地の密生化 

外来種の侵入 

幼木の生長 

樹林地拡大 
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3) 河口砂州の維持管理 
赤川河口部の砂州は、冬季の河川流量の減少により発達しますが、融雪洪水により

フラッシュされています。今後とも、砂州のモニタリングを行い、河口砂州を適切に

管理していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和 53 年 11 月 5 日撮 平成 3 年 3 月 19 日撮影 平成 10 年 12 月 4 日撮

平成 11 年 4 月 21 日撮影

平成 16 年 1 月 7 日撮影 

平成 18 年 8 月 27 日撮平成 18 年 2 月 14 日撮

冬期に砂州が発達している状況 

融雪洪水等により砂州がフラッシュされている状況 
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（4） 河川空間の維持管理 

1) 河川空間の保全と利用 
赤川の河川空間は、地域住民が身近に自然とふれあえる場として、様々な用途に利

用されています。河川空間の保全と利活用の調整については、平成 2 年 3 月に策定さ

れた「河川環境管理基本計画（空間管理計画）」に基づきながら、流域の自然的、社会

的状況の変化に応じた内容の追加・変更を加えた上で、高水敷等の保全と利用の管理

を行います。また、地域住民や市町村、利活用団体等と連携・協働しながら、利用者

の視点に立った環境づくりを進めていきます。 

河川の利活用に関するニーズの把握は、河川愛護モニター、河川環境保全モニター

からの情報提供や河川空間利用実態調査、川の通信簿、安全利用点検等の結果から利

用状況を定期的に評価・分析するとともに、河川利用を促す看板の設置やホームペー

ジ、パンフレット等による広報など、河川の利用を促進する取り組みを実施します。

また、調査・点検等により危険箇所が明らかになった場合は、速やかな安全確保に努

めます。 

河川敷地の占用にあたっては、その目的と治水上、環境上・景観上及び他の施設等

への影響を考慮し、その占用施設が適正に管理されるように占用者を指導します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「川の通信簿」調査の様子 

 

2) 不法行為の対策 
河川区域内の不法行為は、河川利用を妨げるだけではなく、水防活動や洪水流下の

支障となる恐れがあります。また、河口部においては不法係留船が多く存在しており、

洪水流下の支障となります。そのため、河川巡視や河川情報カメラの活用により監視

を行うとともに、民有地の場合は所有者の協力を得ながら不法行為を行っている者へ

の適正な指導を行い、悪質な不法行為に対しては関係機関へ通報するなど、必要に応

じた不法行為防止対策を講じます。 

また、赤川における不法投棄状況や、不法投棄がもたらす河川景観・環境への影響

等を掲載した「ゴミマップ」の作成・公表、河川情報カメラ画像の公開等による不法

投棄防止に関する情報提供を行い、不法投棄の防止に対する意識の高揚を図ります。 

 



5.河川整備の実施に関する事項～河川の維持の目的、種類及び施行の場所～ 

 114 

 

さらに、関係機関や地域住民と連携して不法占用や不法行為、不法投棄の周知や是

正を行うとともに、注意看板の設置や管理用地の確保など、適切な対策を講じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) 塵芥処理 
流木等による河道閉塞、河川管理施設等へ

の悪影響、河口域への流出を軽減するととも

に、高水敷の良好な河川環境を維持できるよ

う、漂着する塵芥（流木、かやなどの自然漂

流物）は、効率的に除去し、適切に処理しま

す。 

 

 

塵芥処理の状況

 

ゴミマップ

不法投棄防止ポスター

不法投棄の状況 

不法投棄の警告看板 
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4) 環境・防災教育の支援 
小中学校の「総合的な学習の時間」の中で赤川が身

近な環境教育の場として活用されています。子どもが

赤川に親しみ、自然を大切にする心を育てるため、河

川学習の指導者となる人材及び団体等の育成について

支援を行います。 

現在、河川管理者による出張講座「出前講座」など 

の支援を実施しており、これらを活用し、今後も、環境、また防災意識等の啓発も含

めた河川学習についての支援活動を積極的に進めていきます。 

 

5) 河川愛護の啓発 
赤川が地域住民の共有財産であるという認識のもとに、河川について理解と関心を

高め、良好な河川環境の保全・再生を積極的に推進し、河川愛護の思想を広く地域住

民に周知を図る必要があります。 

そのため、赤川について理解と関心を高めるため、各種広報活動、児童・生徒への

河川愛護意識の啓発、河川利用の促進による自然に触れる機会の創出等を図るととも

に、流域自治体や関係機関と連携し、地域住民やボランティア団体、ＮＰＯ、社会奉

仕活動を行う企業等と協力しながらクリーンアップ活動等の活発化を図り、河川愛護

意識の啓発に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

（5） 管理の高度化 

河川管理施設については、操作性の向上、情報の迅速化・確実化に向け、樋門情報

管理システムを活用した操作状況の即時把握に努めるとともに、堰や水門など重要な

施設は、光ファイバーを活用した集中管理・監視カメラによる遠方監視等により災害

時におけるバックアップ体制の強化を推進します。また、洪水予測システムの開発・

精度向上等、高度な管理手法の検討・整備を推進し、管理の高度化を図ります。 

また、平常時の河川空間の利用状況や災害時における現場の状況把握については、

リアルタイムな画像を収集するため、河川情報カメラ、河川巡視システム等を活用し、

迅速かつ効率的な河川監視を実施するとともに、日々の河川管理において得られる情

報は、河川管理の履歴情報として蓄積し、データベース化を図るなど、管理の効率化

を推進します。 

赤川における総合学習 

鶴岡青年会議所による
河川清掃の様子 

朝暘第５小学校による河川清掃の様子 
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さらに、光ファイバーによる情報ネットワークを整備し、河川情報カメラの映像等

を関係機関へ直接提供し、市町村等との情報の共有化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

酒田河川国道事務所のホー

ムページ上に公開されてい

る赤川の河川情報カメラの

状況 

樋門情報管理システム

洪水時
樋門の操作指示

河川管理者

各水閘門操作員の携帯電話に指示を伝達

樋門操作の実施

樋門情報の伝達樋門情報の確認

水閘門操作員

樋門

樋門情報管理システム

洪水時
樋門の操作指示

河川管理者

各水閘門操作員の携帯電話に指示を伝達

樋門操作の実施

樋門情報の伝達樋門情報の確認

水閘門操作員

樋門

図 5-18 樋門情報管理システムのイメージ 

河川管理者 

水閘門操作員

赤川16.97k左岸 

平成23年6月洪水のCCTV画像 

赤川30k左岸(熊出) 

河川巡視システム 

河川情報カメラ 
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5.2.2 ダムの維持管理 

月山ダムにおいて、洪水時には治水容量を活用し効率的な運用を行い、下流河道の水

位低減を図ります。また、平常時はかんがい用水、上水道用水、発電用水を供給すると

ともに、下流域の良好な河川環境を維持するため、流水の供給を行います。 

洪水時や渇水時に確実に機能を発揮させ、長期にわたり適正に運用するため、効率

的・効果的な維持管理を実施する必要があります。 

既存のダムを今後も有効的に活用するため、ダム操作規則及び細則等に基づき、ダム

及び貯水池、ダム周辺の監視・観測等調査を計画的に実施し、長期供用による損傷や経

年劣化などの老朽化の進行に対し、現行の安全性を適切に監視・評価した上で、堤体や

付属施設、貯水池観測設備等について、長期的な施設管理・保全対策を行います。 

また、ダム及び貯水池の機能維持や保全のため、堤体、貯水池周辺、貯水池内の巡視

を行い、テロ対策や不法行為防止対策を講じるとともに、貯水池における堆砂状況を継

続的に調査し、堆砂状況の把握・評価を継続します。 

洪水時には、ダム湖に流木等が流れ込むため、これらが放流設備や貯水池水質の支障

とならないよう、適切に管理するとともに、流木処理を行います。 

併せて、出水時や波浪、貯水変動等により貯水池法面が不安定化する場合があること

から、定期的な巡視を行い、適切な維持管理・対応を図ります。 

 

表 5-9  ダム巡視（平常時）の巡視内容と頻度 

名 称 巡視内容 頻  度 

通常巡視 
堤体、放流設備、警報施設等の点検 
湖面、陸域の湖岸、下流河川の状況把握 
不法行為への注意・指導など 

原則 毎週定期的に実施 
（その他、出水期前後にお

いても点検を実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

湖面巡視 

機械設備の点検 

ゲート点検 

堤内巡視の様子 

機械設備点検 堤体巡視
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図 5-19 洪水予報・水防警報の伝達経路

酒田河川国道事務所
共同発表 

山形県 報道機関 その他の関係機関

一  般  住  民

・警察 

・東北電力

・NTT 

・JR など
   水防警報
   洪水予報

関係市町村

山形地方気象台

5.2.3 危機管理体制の整備・強化 

本整備計画の目標達成までには概ね 30 年の期間を要するため、整備途中段階での災

害発生が懸念されます。また、東北地方太平洋沖地震等の巨大地震や地球温暖化に伴う

気候変化による海面の上昇、集中豪雨の激化等、施設の能力を超える自然現象により災

害が発生する恐れもあります。 

こうした災害発生時においても被害が最小限となるよう、国、自治体等、関係機関に

おける相互の情報共有や支援体制の構築を図りつつ、以下の施策を進めます。 

 

（1） 洪水時の対応 

1) 洪水予報及び水防警報等 
赤川水系では、赤川及び支川大山川、

内川の国管理区間が「洪水予報河川」

に指定されています。洪水時には洪水

予測システム等により水位予測を行い、

山形地方気象台と共同で洪水予報を発

表するとともに、洪水予警報等作成シ

ステムにより関係機関に対して洪水予

報、水防警報を迅速・確実に伝達する

ことにより、円滑な水防活動の支援等、

洪水災害の未然防止と軽減を図ります。 

これらの情報発信の基準となる危険

水位等の基準水位は、河川事業の進捗、洪水等による河道状況の変化により変動する

ことから、適宜見直しを行います。 

さらに、洪水時における役割を日常から把握し、有事の際に確実な情報伝達が出来

るよう関係機関と連携し、毎年出水期前に情報伝達訓練を実施するとともに、防災担

当者の危機管理能力の向上を目的とした洪水危機管理演習等を実施します。 

 

 

ロールプレイング方式洪水危機管理演習の様子(酒田河川国道事務所と鶴岡市の合同訓練) 

酒田河川国道事務所 鶴岡市災害対策本部 
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表 5-10 洪水予報・水防警報基準点の基準水位 

水
系
名 

河
川
名 

観測所名 
観測所 
位置 

（距離標）

洪
水
予
報 

水
防
警
報 

水防団 
待機水位

（指定水位）

はん濫
注意水位

（警戒水位）

避難
判断水位

はん濫
危険水位

計画
高水位 洪水予報・水防警報受け持ち区間 

熊出 29.6k ○ ○ 2.1 3.0 4.2 5.0 6.120
左岸：鶴岡市黒川橋～名川橋 
右岸：鶴岡市黒川橋～名川橋 

羽黒橋 18.2k ○ ○ 2.0 3.0 4.0 4.7 6.900
左岸：鶴岡市湯野沢～鶴岡市黒川橋 
右岸：三川町蛾眉橋～鶴岡市黒川橋 
内川左右岸：赤川合流点～鶴岡市西三川橋 

赤
川 

赤
川 

浜中 3.0k ○ ○ 2.0 3.0 3.5 3.8 5.221

左岸：酒田市浜中～三川町青山 
右岸：酒田市浜中～三川町蛾眉橋 
大山川左岸：赤川合流点～酒田市広岡新田 
大山川右岸：赤川合流点～三川町大字成田新田

 

 

 

 
2) 出水時等の巡視 

出水時には、速やかに河川の巡視を行い、堤防等の河川管理施設や許可工作物の異

常等の早期発見に努め、速やかに状況を把握するとともに、迅速な水防活動等が行え

るように情報連絡体制の強化を図ります。 

洪水時における河川巡視は、出動指

示・状況報告を迅速かつ的確に伝達する

ために、ＧＰＳ携帯を用いた河川巡視・

点検報告システムを活用し、効率的な巡

視に努めます。 

また、ダムからの放流や洪水調節を行

う場合は、サイレン、拡声器等による警

報を実施するとともに、警報車による巡

視を行い、河川利用者及び沿川住民にダ

ム放流に関する警報を伝え、避難の状況

や警報局の状況、河道の状況等の確認を

行います。 

 

 

3) 河川管理施設の操作等 
ダム、樋門・樋管等の河川管理施設の操作は、水位、流量、雨量等を的確に把握し、

操作規則等に従い、下流の河川改修の整備状況等にも配慮し適正な操作を行います。 

 

 

 

 

水防団待機水位：水防団が水防活動の準備を始める目安となる水位
はん濫注意水位：水防団が出動して水防活動を行う目安となる水位 
避難判断水位 ：避難判断の参考の一つとなる水位 
はん濫危険水位：河川の水があふれる恐れのある水位 
計画高水位  ：河川整備の際の基本となる水位であり、計画規模の 

洪水（計画高水流量）が流れた場合に想定される水位 

 

1. ＰＣで巡視・点検指示

出張所 整備局・事務所 被災現場

2. 現場調査開始

3. 現場状況入力4. ＰＣ画面で、報告書や被災状況、

  写真をリアルタイムに閲覧 

図 5-20 河川巡視・点検報告システムイメージ
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（2） 地震･津波、高潮対応 

地震や津波、高潮に対しては、気象庁や県･市町村と連携し、情報の収集及び伝達を

適切に実施します。 

震度５弱以上（出水時及び既に被災施設がある場合を除く）の地震が発生した場合

は、地震災害緊急調査マニュアル（案）に基づいてダムや河川管理施設の調査を実施

し、施設の被災状況を迅速に把握することで、二次災害の防止を図ります。また、津

波対策として、樋門・樋管の遠隔操作化やフラップゲート設置等のほか、津波注意報・

警報発令時には河口周辺施設ゲートの閉鎖等、被害の軽減に努めます。 

さらに、平常時より地震を想定した被災状況等の情報収集・情報伝達手段を確保す

るほか、迅速な巡視・点検並びに円滑な災害復旧作業に向け、大規模地震を想定した

訓練を実施する等、関係機関との連携による体制の強化を図ります。 

 

（3） 水質事故の対応 

赤川では、平成19年～平成23年までの過去5年間で113件(年間平均23件)の水質事故

が発生しています。 

水質事故発生時には、「赤川水系水質汚濁対策連絡協議会」を活用し、関係機関の

連携や巡視システムの活用による早期対応により、被害の拡大防止を図ります。 

また、水質事故への迅速な対応のため、関係機関との連絡体制の強化や情報提供の

充実を図ります。 

さらに、防除活動に必要な資材（オイルフェンスや吸着マット等）の備蓄を行うと

ともに、迅速な対応が行えるよう水質事故訓練等を実施するとともに、水質事故を未

然に防ぐため、ホームページやチラシなどに水質事故防止の啓発を図ります。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                              
オイルフェンス設置訓練 

赤川水系水質汚濁対策連絡協議会 

 

水質事故防止チラシ 
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（4） 渇水時の対応 

河川流量が減少し、渇水対策が必要となった場合は、河川の水量・水質に関する情

報を迅速に提供するとともに、「赤川水系渇水情報連絡協議会」による情報交換や合

理的な水利用の方策に関する調整を行い、関係機関と連携して渇水被害の軽減に努め

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

赤川水系渇水情報連絡協議会※の開催状況          協議会の構成 

 

 

 

 

（5） 河川情報の収集・提供 

治水・利水及び環境に関する基礎資料として、雨量・水位・水質の観測データをは

じめ、監視カメラの画像や工事・調査・管理に関する情報等、河川・ダム情報の収集

を行います。また、収集した災害に関する情報については、光ファイバー等の高速通

信手段を活用し、報道機関やインターネット、携帯電話等を通じて、関係機関等へ確

実・迅速な情報伝達を行っていきます。また、インターネット等の情報機器の操作に

不慣れな方のために操作の簡易な地上デジタル放送を活用した河川防災情報の提供に

ついて整備を進めていきます。これらの情報を地域住民へ情報提供することにより、

洪水被害や渇水被害、水質事故の未然防止及び軽減を図ります。 

インターネットや携帯電話に限らず、水位観測所及び橋脚等に危険水位など、警戒

や避難の目安となる水位が簡便に確認できる表示版（わかりやすい水位表示板）を設

置します。また、情報提供にあたっては、住民自らが判断できるように、わかり易く、

迅速かつ的確な情報の提供が必要となります。 

以上のような河川情報の収集・提供が災害時にも確実に行われるよう、関連設備等

の被災を考慮した配置や整備、定期的な点検を実施し、老朽化した施設等について、

計画的な補修・更新を行うとともに、避難指示や勧告を出す市町村のみならず、国、

県、市町村等の連絡体制及び情報共有体制の強化を図ります。 

・山形県 庄内総合支庁 

・庄内赤川土地改良区 

・因幡堰土地改良区 

・東北電力(株)  

・山形地方気象台 

・東北農政局 

・東北地方整備局 月山ダム管理所 

・東北地方整備局 酒田河川国道事務所 

※赤川水系渇水情報連絡協議会の目的：赤川水系における関係利水者間の水使用の情報
交換を積極的に行い、渇水時の合理的な水利用並びに河川環境の保全を図ることを目
的としています
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わかりやすい水位表示板の設置 

図 5-21 インターネットホームページによる情報の提供及び携帯電話による情報提供 

出典：国土交通省 

図 5-22 地上デジタル放送(データ放送)による河川情報の提供例(NHK 山形放送局の例) 
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（6） 洪水ハザードマップの作成支援等 

洪水時の被害を軽減するために、はん濫区域や避難経路、避難場所等について常日

頃から地域住民に周知するなど、住民の防災に対する意識の高揚を図ることが必要です。 

平成 17 年 5 月に改正された水防法により、市町村は洪水ハザードマップの作成・公

表が義務付けられ、赤川流域においては、浸水想定区域を含む全市町で既に洪水ハザー

ドマップが作成・公表されています。今後は、それらを効果的に活用し、地域住民の的

確な避難行動につなげるため、関係機関や地域住民との連携・協働により地域住民にお

ける防災意識の向上を図る取り組みを行うほか、市町村がハザードマップを更新する際

には、住民参加による見直しを行い、地域住民の的確な判断・行動につながる情報の記

載や洪水・土砂・地震等に対応した総合的なハザードマップの作成について指導するな

ど、技術的支援を行います。 

また、国・県・市町村の防災担当者によって構成される「災害情報協議会」におい

て、災害情報やその対応に関する共通認識を深めるとともに、ハザードマップの整備・

改良や地域住民の認知度向上、防災意識の啓発等について意見交換を行い、地域防災力

の向上に努めます。 

さらに、生活空間である市街地に過去の洪水痕跡水位や想定浸水深、避難所など各

種情報を洪水関連標識として表示する「まるごとまちごとハザードマップ」を推進し、

これらの実施にあたっては、地域住民との街歩きにより、避難所や避難経路の確認を行

い、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保するとともに、被害の軽減を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-23 三川町洪水ハザードマップ 図 5-24 まるごとまちごと 
ハザードマップイメージ 
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（7） 水防活動への支援強化 

水防活動は、水防法により市町村が主体となって実施しています。河川管理者であ

る国土交通省では、地域のための支援として、重要水防箇所調書の作成・見直し、河川

堤防の浸透に対する詳細点検を行い危険箇所の情報提供を行うとともに、出水期前に水

防団及び関係機関と合同で巡視を実施し意見交換を行うほか、情報伝達訓練・水防技術

講習会・水防訓練などを実施し、水防技術の習得と水防活動に関する理解と関心を高め、

水防活動の強化を図り、洪水などに備えます。 

また、大規模な災害が発生した場合には、河川管理施設及び公共土木施設などの被

災状況の把握や迅速かつ効果的な応急復旧、二次災害防止のための処置方法などに関し

て専門的知識を持っている防災エキスパートなどへ協力を要請し、的確に状況を把握し

迅速に対応します。 

その他、水防資材の備蓄倉庫などについては、各水防管理団体とともに備蓄資材を

定期的に点検・整備し、災害時の協定の締結等により、迅速な災害対応する体制づくり

を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水防工法(月の輪工)の訓練 会場の様子 水防団・関係機関との合同巡視 

図 5-25 防災エキスパートの協力体制 

地方整備局や
地方自治体等

防災エキスパート
防災エキスパート

事務局

連絡体制

支援

要請

要請・登録

地方整備局や
地方自治体等

防災エキスパート
防災エキスパート

事務局

連絡体制

支援

要請

要請・登録

※防災エキスパート：防災の技術や知識・経験を有する人たちに災害時に公共土木施設、地すべり等の被災
状況把握や地域の災害対策活動にボランティアで協力していただき、より迅速かつ効
果的な復旧活動を実施できるように、平成 8 年度に創設された。 
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5.3 その他河川整備を総合的に行うために必要な事項 
5.3.1 住民参加と地域との連携による川づくり 

赤川における住民参加と地域連携を図るためには、地域住民にとってより親しみや

すい身近な川からの取り組みが重要です。このため、地域住民が川づくりに参加しやす

い身近な川での活動を基盤とし、それぞれが連携・協働しながら身近な川から地域の川

そして赤川全体へと活動が広がることを目指していきます。 

住民参加にあたっては地域住民が日頃関心を持っている自然環境や水質・レジャー

など身近で日常生活に関連したことから取り組んでいくことが必要です。このような取

り組みを通じて河川に対する関心と意識を高めていくことで、洪水被害の防止や渇水対

応など非日常的な事態に対応する住民活動の発展を目指していきます。 

また、継続的かつ活発な地域住民の活動をサポートするため、関係する山形県や関

係市町村・関係機関などと連携し、施設の維持管理や各種情報の提供などを図っていき

ます。 

 

5.3.2 河川整備の重点的、効果的、効率的な実施 

本計画に基づく施策を計画的に進めるため、効果的かつ効率的な取り組みが必要と

なります。 

赤川においては、治水、利水、環境に関する河川整備の目標を念頭に置き、河川の

状況や地域の要請等の把握に努め、地域のシンボルとなる川づくりを常に目指します。 

各種施策の展開においては、新技術等を活用したコスト縮減や事業の迅速化を図り、

効率的な事業実施を行うとともに、各種施策等の進捗状況や社会情勢、地域の要請等に

変化が生じた場合は、速やかにフォローアップを実施し、必要に応じて本計画の見直し

を行い、効果的な施策の展開を推進します。 

 

5.3.3 長期的な視点をもった調査・検討 

赤川水系河川整備基本方針の達成に向け、地球温暖化による影響予測等を踏まえた

治水・利水・環境に関する適応策、計画の想定を超過する外力が発生した場合の対応策

等について検討を進めるとともに、気候変化や社会情勢の変化に応じたハード対策及び

ソフト対策に関する調査・検討を継続し、必要に応じて対策を実施します。 

また、赤川水系全体の治水・利水・環境に関する各種方策について、引き続き国・

県等の関係機関が連携して検討を進めるとともに、自然環境や社会情勢、地域の要請な

ど、状況の変化に応じた計画のフォローアップを行います。 
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5.3.4  総合的な土砂管理のモニタリング 

赤川水系は、上流部で脆弱な地質が広がることから生産土砂量が多く、荒沢ダム等

の貯水池で土砂堆積が進行しています。一方、河道内では土砂流出の減少や流量の安定

化等により澪筋の固定化、砂州の樹林化等の進行が見られ、局所的な河床低下や堆積な

ど河道の二極化が懸念されます。このため、ダム上流域の堆砂状況や河道の河床変化及

び河口部、河口周辺の海岸状況等について、関係機関と連携してモニタリングを継続し、

土砂動態の把握に努め、流域全体を視野に入れた総合的な土砂管理について検討・評価

を行い、必要に応じて総合土砂管理計画を策定し対策を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




